
 

２００４年４月３０日 

２００４年２月期 決算短信 
会 社 名 株 式 会 社  そ ご う 

代 表 者 代表取締役  内 村 俊 一 郎 

本 社 所 在 地 神奈川県横浜市西区高島二丁目１８-１ 

問合せ先責任者 株式会社ミレニアムリテイリング 

     取締役財務経理本部長 大道 基樹 

ＴＥＬ 03－6213－7172 

 

決算取締役会開催日     ２００４年４月３０日 

定時株主総会開催日     ２００４年５月２７日 

 

１．当期の業績（２００３年３月１日から２００４年２月２９日） 

(１) 経営成績                                                      金額表示：百万円未満切捨 

 総売上高 前期増減率 営業利益 前期増減率 経常利益 前期増減率 

当期 448,211 ( △1.3％) 13,265 (＋99.4％) 14,013 （＋73.5％）

前期 454,164 ( △1.3％)  6,654 (＋751.9％)  8,075 （ ― ）

 

 
 

当期純利益

 

前期増減率

1株あたり 

当期純利益 

総  資  本 

経常利益率 

総 売 上 高 

営業利益率 

総 売 上 高 

経常利益率 

当期 13,574 (△45.7％) 52,210 円 97 銭 4.8％ 2.9％ 3.1％ 

前期 25,021 （ ― ） 96,238 円 17 銭 2.6％ 1.4％ 1.8％ 

 

(２) 配当状況 

    一株当たり年間配当金 配当金総額   

  期 末 中 間 （ 年   間 ） 配当性向 株主資本配当率
 円   銭 円   銭 円   銭    

当期 － － － － － － 

前期 － － － － － － 

 

(３) 財政状況 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

当期 284,348 百万円     4,825 百万円         1.7％     18,561 円 30 銭 

前期 304,935 百万円   △8,863 百万円         ―   △34,092 円 17 銭 

期末発行済株式数 

 

当期  260 千株（1単位の株式数 1,000 株） 

前期   260 千株（額面株式  1 単位の株式数 1,000 株） 
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２．次期の業績予想（２００４年３月１日～２００５年２月２８日） 

総売上高 営業利益 経常利益 

455,000 百万円 16,000 百万円 14,000 百万円 

 

３．経営成績及び財政状態 

 
（１） 経営成績 

当期の経営成績につきましては、以下の通りとなりました。 
 
・ 総売上高 4,482億円 
     前年差△59億円。内店舗事業△65億円、外商事業＋6億円。 

年間の増減率は△1.3%ですが、下期は＋0.2%の増収となりました。 
   ＊構造改善実施店舗計の増減率は＋1.8%（未実施店舗計△4.7%） 
・ 営業利益  132億円 
   店舗構造改善の効果もあり、前年倍増の大幅増益（＋66 億円）となり、過去最高額となりま

した。 
   内訳は、営業総利益 1,180億円（△1億）、販売管理費 1,047億円（△67億）となりました。

なお、総売上高営業利益率は、2.9%（前年差＋1.4%）となっております。 
・ 経常利益 140億円 
   前年差＋59億円。 
・ 当期純利益 135億円 
   前年差△114億円。なお、前年は厚生年金代行返上益 189億円を計上しております。 
 

（２） 財政状態 
当期の財政状態につきましては、以下の通りとなりました。 

 
・ 総資産 2,843億円 
     前年差△205億円。主な増減の内訳は、大宮店、広島店の店舗構造改善等設備投資＋111億円、

不動産の売却△137億円、減価償却△87億円、除却△90億円などとなりました。 
・ 総負債 2,795億円 
     前年差△342億円。内、借入金は、担保付資産の処分に伴う返済などにより△215億円となっ

ております。 
・ 自己資本 48億円 

前年差＋136 億円。債務超過を脱するとともに、欠損金についても、解消することができまし
た。 

 
   ＜自己資本額の推移＞ 

02年 2月期 03年 2月期 04年 2月期 
      △339億円 △88億円 48億円 

 

―  ― ２



 
（３）2005年 2月期に対処すべき課題 

次年度につきましては、持続的な利益改善に向けて、下記施策に取り組んでまいります。 
 
・グループとしての取り組み 
①売場再編計画の推進と要員構成の適正化 

  ②顧客戦略の再構築と顧客対応力の強化 
  ③店舗構造改善計画の推進 
    
・当社の取り組み

１）複合商業施設化のさらなる推進 

・構造改善実施店舗：広島店（３月、６月） 

・他店舗においては、マーチャンダイジングミックス、快適空間の提供、イベント・エンターテイメント

企画の充実を図る。 

      

２）マチュア顧客対応強化の本格化 

・「シニア・マチュア」対応の重点１５売場を中心に、マーチャンダイジング及び企画の充実を図る。 

 

３）パーソナルマーケティングの推進 

・「顧客をつくる」売場活動、「顧客を守る」店舗活動の推進。 
 ・「顧客を感動させる」パーソナルなサービスの積極的な提供を行う。 
・「係長を中心とする」業務設計に変更する。 

 
 
４）心斎橋プロジェクトの本格的な推進 
・心斎橋店開店準備室が本格稼動。お客さまづくりを中心に本格的な開拓活動に取り組む。 
・関西エリア戦略の推進を行う。 

 
    
ミレニアムリテイリンググループとして、㈱西武百貨店をはじめとするグループ会社とのシナジー

経営を生かし、更なる企業価値の向上を図ってまいります。
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比較貸借対照表 

（単位：百万円） 

 

 

当事業年度 

（04.2.29） 

前事業年度 

（03.2.28） 
増 減 高 

（資 産 の 部）            

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 上 債 権

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

６０，５３２ 

  ３２，１４１ 

８，７６９ 

９，５３０ 

１０，１４３ 

△５３ 

５４，０９６  

２３，１３３  

７，７４０  

１２，３１０  

１０，９４６  

△３４  

６，４３６ 

９，００８ 

１，０２９ 

△２，７８０ 

△８０３ 

△１９ 

 

固 定 資 産 ２２３，８１６ 

 

２５０，８３８  △２７，０２２ 

有 形 固 定 資 産

建 物 等

土 地

１２１，１２８ 

７１，１５０ 

４９，９７７ 

１４１，０５６  

８１，３７８  

５９，６７８  

△１９，９２８ 

△１０，２２８ 

△９，７０１ 

無 形 固 定 資 産 １９，７７５ １９，３８３  ３９２ 

投 資 等

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

８２，９１２ 

２，２０８ 

３１ 

７２，７８２ 

８，７９０ 

△９００ 

９０，３９８  

２，１４３  

５７  

７５，８９３  

１３，７６２  

△１，４５８  

△７，４８６ 

６５ 

△２６ 

△３，１１１ 

△４，９７２ 

５５８ 

  

資 産 合 計 ２８４，３４８ ３０４，９３５  △２０，５８７ 
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当事業年度 

（04.2.29） 

前事業年度 

（03.2.28） 
増 減 高 

（負 債 の 部）  

流 動 負 債

買 入 債 務

短 期 借 入 金

未 払 金

商 品 券

そ の 他

１２８，０６３ 

１７，４２３ 

７９，４９７ 

８，８２１ 

９，７５２ 

１２，５６８ 

１３３，２４４  

１７，２２６  

７３，１２８  

１２，７８０  

１３，９３２  

１６，１７６  

△５，１８１ 

１９７ 

６，３６９ 

△３，９５９ 

△４，１８０ 

△３，６０８ 

 

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

そ の 他

１５１，４５９ 

１４１，３１７ 

４，１６２ 

５，９７９ 

 

１８０，５５４  

１６９，２８２  

６，７０１  

４，５７０  

△２９，０９５ 

△２７，９６５ 

△２，５３９ 

１，４０９ 

 

負 債 合 計 ２７９，５２２ ３１３，７９９  △３４，２７７ 

（資 本 の 部）  

資 本 金 １３０ １３０  ０ 

資 本 剰 余 金 ５００ ３７，７０９  △３７，２０９ 

利 益 剰 余 金 ４，０５１ △４６，７３２  ５０，７８３ 

（うち当期純利益） （１３，５７４） （２５，０２１） （△１１，４４７）

評 価 差 額 金 １４４ ２９  １１５ 

  

資 本 合 計 ４，８２５ △８，８６３  １３，６８８ 

合      計 ２８４，３４８ ３０４，９３５  △２０，５８７ 
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比較損益計算書 

（単位：百万円） 

 

 

当事業年度 

（03.3.1～04.2.29）

前事業年度 

（02.3.1～03.2.28）
増 減 高 

前年増減率

（％） 

総 売 上 高

そ の 他 の 営 業 収 入

４４８，２１１

４，４５５

４５４，１６４

４，４０７

△５，９５２ 

４８ 

△1.3

1.1

営 業 収 益 計 ４５２，６６７ ４５８，５７１ △５，９０４ △1.3

売 上 原 価 ３３４，６４８ ３４０，４８４ △５，８３５ △1.7

販売費及び一般管理費 １０４，７５２ １１１，４３２ △６，６７９ △6.0

営 業 費 用 計 ４３９，４０１ ４５１，９１７ △１２，５１６ △2.8 

営 業 利 益 １３，２６５ ６，６５４ ６，６１１ 99.4 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 １５２ ２６７ △１１５ △43.0

その他の営業外収益 ２，９１９ ２，８８８ ３０ 1.1

営 業 外 収 益 ３，０７２ ３，１５６ △８４ △2.7

支 払 利 息 ９５３ １，１４９ △１９５ △17.0

その他の営業外費用 １，３７０ ５８６ ７８４ 133.6

営 業 外 費 用 ２，３２４ １，７３５ ５８９ 33.9 

経 常 利 益 １４，０１３ ８，０７５ ５，９３８ 73.5 

特 別 利 益 １３，１００ ３４，５０８ △２１，４０８ △62.0 

特 別 損 失 １３，４９２ １７，５２９ △４，０３７ △23.0 

税 引 前 当 期 純 利 益 １３，６２１ ２５，０５４ △１１，４３３ △45.6 

法人税、住民税及び事業税 ４６ ３２ １４ 44.0 

当 期 純 利 益 １３，５７４ ２５，０２１ △１１，４４７ △45.7 

（注）前事業年度の数値につきましては合併に伴う調整をした上で表示しております 
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